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証券コード 8254
2026年10月30日

（電子提供措置の開始日 2026年10月25日）
株 主 各 位

川 崎 市 川 崎 区 日 進 町 １ 番 地

代表取締役社長 山 野 井 輝 夫

第95回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第95回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご案内申しあげ

ます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第95回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し
ております。
【当社ウェブサイト】
https://www.saikaya.co.jp/company/kabunushisokai

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記東証ウェブサイトにアクセスいただき、銘柄名（会社名「さいか屋」）または
証券コード「8254」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に
選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認
ください。）

なお、当日ご出席願えない場合は、書面による議決権を行使することができますの
で、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、同封の
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2026年11月15日（日曜
日）午後６時までに到着するようご返送のほどお願い申しあげます。

敬 具
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記
1. 日 時 2026年11月16日（月曜日）午前10時30分 ※受付開始午前10時
2. 場 所 神奈川県横須賀市日の出町１丁目５番地

ヴェルクよこすか（横須賀市立勤労福祉会館）６階 ホール
3. 目 的 事 項

報 告 事 項
１ 第95期（2025年９月１日から2026年８月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに会計

監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２ 第95期（2025年９月１日から2026年８月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第1号議案 剰余金の配当の件
第2号議案 当社と株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスとの株式交換契約承認の件
第3号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。また、紙資源節約のため、本招集ご通知をお持ちくださいますようお願い申し
あげます。

◎代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主１名を代理人として株主総会に
ご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提示が必要となりますのでご了承くださ
い。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取
り扱わせていただきます。

◎株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、下記の事項を記載し
ておりません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人
が監査をした書類の一部であります。
・連結計算書類の連結注記表
・計算書類の個別注記表
・会計監査人及び監査等委員会の監査報告書
・株主総会参考書類 第2号議案 当社と株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスとの株式交換契
約承認の件「株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスの定款」「株式会社AFC-HDアムスライ
フサイエンスの最終事業年度（2025年9月1日から2026年8月31日まで）に係る計算書類等」

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させてい
ただきます。
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事 業 報 告

(20252026
年
年

９
８

月
月

１
31

日から
日まで)

１．企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況

① 当連結会計年度の経営成績の概況/事業の経過及び成果
当社グループは、2023年８月期に９期ぶりに黒字に転換し、2026年８月期まで

４期連続の黒字でのＶ字回復を達成いたしました。
百貨店ゾーンにおきましては、横須賀店に5月28日に「ラウンドワンさいか屋横

須賀店」がオープンしたことにより、入店客数が増加しており、テナントゾーンと
のシナジー効果が発揮されております。さらに、藤沢店では７月10日に「マツモト
キヨシ さいか屋藤沢店」がオープンし、店舗内の回遊性や滞在時間の延伸につなげ
ると共に、同フロアのイベントスペースにて物産展等の催事企画を開催することに
より、シナジー効果の向上に努めております。
上記のことから、当社の当連結会計年度の業績においては、売上高4,591百万円

（前年同期比99.1％）、営業利益124百万円（前年同期比108.6％）、経常利益106百
万円（前年同期比78.2％）、親会社株主に帰属する当期純利益85百万円（前年同期
比77.5％）となりました。
2027年８月期におきましては、2026年４月１日付「中期経営計画策定のお知ら

せ」に記載のとおり、次なる段階として「新規テナント誘致」「飲食フロア強化」
「川崎地区復活」を骨子とし、更なる収益力の強化を推し進めると共に、テナントと
百貨店ゾーンのシナジー効果を最大限発揮させるため、全社的な店舗の再編による
百貨店ゾーンの売上増大を図って参ります。
なお当期は、2025 年 11 月 17 日付「上場維持基準の適合に向けた計画に基

づく進捗状況（改善期間入り）」に基づき、東京証券取引所スタンダード市場におけ
る上場維持基準適合に向けて、「百貨店事業」「テナント事業」を重点的に推進する
と共に、再生後の新たなる企業価値向上に向け、「資本構造の健全化」及び「配当再
開の検討」をさし示すべく、資本構造を見直し、利益剰余金の欠損を解消、当期よ
り配当が可能となり、当期末として５円の配当を予定しております。また、当社は
株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスとEVO FUNDを対象とした第三者割当
にて資金調達を行い、収益構造の改善を実行すると共に流通株式時価総額を増加い
たしました。更に、６月18日及び７月29日に公表のとおり、上記の配当による還元
に加え、機動的な資本政策の遂行及び株主還元の拡充を図ると共に、株式価値の向
上を目指すため、自己株式の取得を行いました。
しかしながら、業績の回復、健全経営の継続等は、着実に推移しておりますが、
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株価の上昇・安定化が想定通り進捗せず、流通株式時価総額が基準を満たすに至ら
ず、2026年９月16日付にて整理銘柄に指定されるとともに、2027年３月１日付で
上場廃止とする旨の通知を東京証券取引所から受けております。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

（百貨店事業）
売上高は4,582百万円（前年同期比99.1％）、営業利益は626百万円（前年同期比

94.0％）となりました。

なお、当社の店別売上高は次のとおりであります。

店別売上高
店 別 金 額 構 成 比 前 期 比

藤 沢 店 1,759 百万円 48.1 ％ 101.6 ％

横 須 賀 店 1,177 32.2 93.9

川 崎 店 723 19.7 100.7

計 3,660 100.0 98.8

注記 上記のほかに、テナント等の諸収入932百万円があり、売上高及び諸収入の合計額は4,592百
万円であります。

（不動産事業）
不動産事業においては、引き続きアパート事業など、着実に収益を上げておりま

す。
以上の結果、売上高は８百万円（前年同期比97.0％）、営業利益は３百万円（前

年同期実績△2百万円）となりました。

② 設備投資及び資金調達の状況
当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は

1,410百万円で、その主なものは横須賀店のラウンドワン入店に伴う既存店舗含
む改装工事等の投資、又、横須賀店区分所有者持分区画の固定資産取得でありま
す。これらの資金は、自己資金によりまかなっております。なお、有形固定資産
の他、無形固定資産への投資も含めて記載しております。
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（2）財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 92 期

(2023年8月期)

第 93 期

(2024年8月期)

第 94 期

(2025年8月期)

第 95 期
（当連結会計年度）
(2026年8月期)

売 上 高 （百万円） 5,204 4,950 4,632 4,591

経 常 利 益 （百万円） 132 100 135 106

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 9 72 110 85

1株当たり当期純利益 （円） 1.97 14.67 22.26 14.79

総 資 産 （百万円） 12,153 11,806 11,894 12,361

純 資 産 （百万円） 576 617 791 1,358

１株当たり純資産額 （円） △33.34 △25.10 10.19 93.74

注記 1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）によ
り算出しております。

2. １株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）により算出
しております。

② 当社の財産及び損益の状況

区 分
第 92 期

(2023年8月期)

第 93 期

(2024年8月期)

第 94 期

(2025年8月期)

第 95 期
（当 期）

(2026年8月期)

商 品 売 上 高 （百万円） 4,379 4,089 3,704 3,660

テ ナ ン ト 及 び
手 数 料 収 入 （百万円） 820 852 929 932

当 期 純 利 益 （百万円） 4 69 186 84

1株当たり当期純利益 （円） 0.91 14.11 37.64 14.56

総 資 産 （百万円） 11,898 11,595 11,765 12,243

純 資 産 （百万円） 451 489 740 1,305

注記 １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）により算
出しております。
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

会 社 名 資 本 金
（百 万 円）

当社に対する議決権比率(％)
当社との関係

直接保有分 合算対象分 計

株式会社AFC‐HDアムスライフサイエンス 2,207 44.48 11.02 55.51 役 員 の 兼 務 等

注記 株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイエンスは、当社の議決権の44.48％を保有しておりま
す。また、同社と同一の内容の議決権を行使すると認められるものが当社議決権の11.02％を
保有しており、株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイエンスは、当社の議決権の55.51%を
保有する親会社であります。当社と株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイエンスは、2021
年４月16日に資本業務提携契約を締結し、相互の企業価値の向上を図っております。当社は資
本業務提携契約に基づき、株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイエンスとの緊密な協力関係
を保ちながら事業展開する方針ですが、同社との関係で事業活動上の制約はなく、当社の独立
性は十分に確保されております。

② 親会社との間の取引に関する事項
イ．当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項
・当社は、親会社との間で資金の借入契約を締結しておりますが、当該取引の
借入利率は、市場金利を勘案の上、合理的な判断に基づき決定しております。

・当社は、親会社の銀行借入について債務保証を行っておりますが、当該借入
金は全額当社に融資されております。

ロ．当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての当社の取締役会の判断
及びその理由

・当社は、親会社との取引が発生する場合には、取引の合理性と取引条件及び
取引条件の決定方針の妥当性について取締役会で審議していることから、当
社取締役会は、当該取引が当社の利益を害することはないと判断しておりま
す。

ハ．取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見
・該当事項はありません。

③ 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
（百 万 円）

当社の出資比率
（％） 主要な事業内容

アルファトレンド株式会社 20 100 時計・宝石・貴金属製品卸売業

株 式 会 社 さ い か 屋 友 の 会 30 100 前 払 式 特 定 取 引 業
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（4）対処すべき課題
今期で４期連続の黒字を達成し、継続的な黒字化を維持できる経営体制を構築す

ることができましたが、今後更に利益の増大を図るためには、一段の改革を推し進
める必要があると考えております。
計画どおり空き区画が埋まったことで、安定的な賃料収入による収益を確保でき

ましたが、更なる収益拡大に向けては、2026年４月１日付「中期経営計画策定のお
知らせ」に記載の通り、次なる段階として「新規テナント誘致」「飲食フロア強化」
「川崎地区復活」を骨子とし、更なる収益力の強化を推し進めるとともに、テナント
と百貨店ゾーンのシナジー効果を最大限発揮させるため、全社的な店舗の再編によ
る百貨店ゾーンの売上増大を図ってまいります。また、外商部門におきましては、
引き続き高収益商品の販売強化を図るとともに、新規顧客（法人・個人）へのアプ
ローチを強化してまいります。
費用面におきましては、従来より取り組んでおりますローコストオペレーション

を一段と推進し、各種経費の削減と合理化を通じて、より効果的な経費運用に努め
てまいります。

（5）継続企業の前提に関する重要事項等
該当事項はありません。

（6）主要な事業内容（2026年８月31日現在）

事 業 内 容 主 要 業 務

百 貨 店 業 衣料品、食料品、雑貨、身回品、家庭用品等の販売

時計・宝石・貴金属製品の卸売業 時計・宝石・貴金属製品の納入

（7）主要な営業所（2026年８月31日現在）
① 当社の主要な事業所

名 称 所 在 地

本 社 神奈川県川崎市川崎区日進町１番地

川 崎 店 神奈川県川崎市川崎区日進町１番地

横 須 賀 店 神奈川県横須賀市大滝町一丁目13番地

藤 沢 店 神奈川県藤沢市藤沢555番地
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② 主要な子会社の事業所

名 称 所 在 地

アルファトレンド株式会社 神奈川県横須賀市大滝町一丁目９番地

株 式 会 社 さ い か 屋 友 の 会 神奈川県川崎市川崎区日進町１番地

（8）使用人の状況（2026年８月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

129 名 △8 名

注記 1. 使用人数には、グループ外への出向者（1名）は含まれておりません。
2. 使用人のほかに、契約社員及びパートタイマー93名がおります。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

129 名 △8 名 53.4 歳 20.2 年

注記 1. 使用人数には出向者（1名）は含まれておりません。
2. 使用人のほかに、契約社員及びパートタイマー93名がおります。

（9）主要な借入先の状況（2026年８月31日現在）
当社の主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 額

株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイエンス 7,900 百万円

株 式 会 社 エ ー エ フ シ ー 625 百万円

注記 企業集団の主要な借入先として、当社の借入先の状況を記載しております。

（10）その他企業集団の現況に関する重要な事項
当社は、2026年10月16日開催の取締役会において、株式会社AFC-HDアムスライ

フサイエンスとの間での株式交換契約の締結を決議し、同日付で株式交換契約を締結
いたしました。
本株式交換に伴う今後のスケジュール（予定）は以下のとおりであります。
株式交換契約締結日： 2026年10月16日
最終売買日： 2026年12月10日（予定）
上場廃止日： 2026年12月11日（予定）
効力発生日： 2026年12月15日（予定）
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2. 会社の現況
（1）株式の状況（2026年８月31日現在）

① 発行可能株式総数
普通株式 12,000,000株

A種優先株式 1,500,000株
② 発行済株式の総数

普通株式 6,956,314株
A種優先株式 1,483,036株

③ 株主数
普通株式 6,051名

A種優先株式 1名
④ 大株主（上位10名）

株 主 名
所 有 株 式 数 合 計 株 式

普通株式 Ａ種優先株式 合計株式 持 株 比 率

株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイエンス 2,837 千株 1,483 千株 4,320 千株 54.82 ％

浅 山 忠 彦 703 ― 703 8.92

株 式 会 社 横 浜 銀 行 133 ― 133 1.69

さ い か 屋 取 引 先 持 株 会 125 ― 125 1.59

野 村 證 券 株 式 会 社 85 ― 85 1.08

山 田 祥 美 79 ― 79 1.00

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 61 ― 61 0.77

河 井 英 夫 52 ― 52 0.66

澤 口 大 介 41 ― 41 0.52

株式会社デザインアートセンター 37 ― 37 0.47

注記１．当社は、自己株式559,915株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

２．当社が2010年3月31日に引受先を株式会社横浜銀行として発行した第三者割当によるＡ種
優先株式について、2022年3月25日に、当該株式の全部を当社の親会社である株式会社
AFC‐HDアムスライフサイエンスが譲り受けました。
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（2）新株予約権等の状況
当社は、2026年2月6日開催の当社取締役会において、当社の業況拡大策を積極的に推し進め

るための投資資金としてだけでなく、東京証券取引所スタンダード市場への上場を維持すること
も目的に、当社の親会社である株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスを割当先とする第三者
割当による新株式の発行、EVO FUNDを割当先とする第三者割当による第１回新株予約権を発
行することを決議いたしました。
＜本新株式発行の概要＞

（１）振込期日 2026年２月24日

（２）発行新株式数 1,000,000株

（３）発行価格 １株につき420円

（４）調達資金の額 420,000,000円

（５）資本組入額 １株につき420円

（６）資本組入額の総額 420,000,000円
（７）募集又は割当て方法

（割当予定先）
第三者割当の方法により株式会社AFC-HDアムスライフサイエ
ンスに1,000,000株を割り当てます。

（８）その他 本項各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生
を条件とします。

＜本新株予約権発行の概要＞

（１）割当日 2026年２月24日

（２）発行新株予約権数 9,860個（新株予約権１個につき普通株式100株）

（３）発行価額 総額9,860円（新株予約権１個あたり１円）

（４）当該発行による潜在株式数

986,000株（新株予約権１個につき100株）
上限行使価額はありません。
下限行使価額は210円としますが、下限行使価額においても、
潜在株式数は986,000株であります。

（５）調達資金の額 414,129,860円（注）
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（６）行使価額及び
行使価額の修正条件

当初行使価額は420円とします。本新株予約権の行使価額は、
割当日の１取引日（取引所において売買立会が行われる日をい
います。以下同じです。）後に初回の修正がされ、以後１取引日
が経過する毎に修正されます。かかる修正条項に基づき行使 価
額が修正される場合、初回の修正では、行使価額は、2026年
２月６日において取引所が発表する当社普通株式の普通取引の
終値の100％に相当する金額（但し、当該金額が、上記「(４)
当該発行による潜在株式数」記載の下限行使価額を下回る場合、
下限行使価額とします。）に修正されます。第２回目以降の修正
では、行使価額は、修正日に、当該修正日の直前取引日におい
て取引所が発表する当社普通株式の普通取引の終値（終値が存
在しない場合、その直前取引日の終値）の100％に相当する金
額（但し、当該金額が、上記「(４)当該発行による潜在株式数」
記載の下限行使価額を下回る場合、下限行使価額とします。）に
修正されます。また、修正日の直前取引日において本新株予約
権の発行要項第11項の規定に基づく調整の原因となる事由が発
生した場合には、各取引日において取引所が発表する当社普通
株式の普通取引の終値は当該事由を勘案して合理的に調整され
ます。当社普通株式に係る株主確定日等の直前取引日（当日を
含みます。）から当該株主確定日等（当日を含みます。）までの、
株式会社証券保管振替機構の手続上の理由により本新株予約権
の行使ができない期間（以下「株主確定期間」といいます。但
し、株式会社証券保管振替機構が当該期間を変更した場合は、
変更後の期間とします。）及び当該株主確定期間の末日の翌取引
日においては、行使価額の修正は行わないものとし、その場合、
次に行使価額の修正が行われるのは当該株主確定期間の末日の
２取引日後（当日を含みます。）の日とし、当該日以降、１取引
日が経過する毎に、本新株予約権 の発行要項第10項第(1)号に
準じて行使価額は修正されます。

（７）募集又は割当方法
（割当予定先）

第三者割当の方法により、全ての本新株予約権をEVO FUND
に割り当てます。

（８）権利行使期間 2026年2月25日から2026年8月25日までとします。

(注)調達資金の額は、本新株予約権の払込金額の総額に本新株予約権の行使に際して出資される財産の
価額を合算した金額です。なお、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当初行使価額
で全ての本新株予約権が行使されたと仮定された場合の金額であり、行使価額が修正又は調整された場
合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合には、調達資金の額は増加又は減少する可能性があり
ます。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合には、調達資金の額は変動します。
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（3）会社役員の状況
① 取締役の状況

（2026年８月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 浅 山 忠 彦 株式会社AFC-HDアムスライフサイエンス永世名誉会長
株式会社エーエフシー代表取締役会長

代 表 取 締 役 社 長 山野井 輝 夫 営業本部長

専 務 取 締 役 脇 田 篤 朗 百貨店事業本部長

常 務 取 締 役 中 野 宏 治 管理本部長

取 締 役 田 中 雄 大 営業副本部長兼藤沢店長

取 締 役 淺 山 雄 彦 株式会社AFC-HDアムスライフサイエンス代表取締役会長

取締役(常勤監査等委員) 稲 毛 悟

取締役(監査等委員) 吉 川 彰

取締役(監査等委員) 西 原 茂 樹

注記 1. 取締役吉川彰及び西原茂樹の両氏は、社外取締役であります。
2. 監査等委員である取締役稲毛悟氏は、長年、当社経理部門に所属しており、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。なお、監査の実効性を高めるため、同氏を常
勤の監査等委員に選定しております。

3. 取締役吉川彰及び西原茂樹の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
同取引所に届出ております。

② 事業年度中に退任した取締役
氏 名 退 任 日 退任事由 退任時の地位及び担当

木 村 絵 美 2025 年 11 月 18 日 任 期 満 了 取 締 役 （監 査 等 委 員）

嶋 田 麗 子 2025 年 11 月 18 日 任 期 満 了 取 締 役 （監 査 等 委 員）
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③ 責任限定契約の内容の概要
当社と監査等委員である社外取締役は、会社法第427条第１項に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に
基づく損害賠償責任限度額は、法令で定める最低限度額としております。なお、
当該責任限定が認められるのは、当該監査等委員である社外取締役が責任の原因
となった職務の執行について、善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

④ 取締役の報酬等
当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額
取 締 役 （監 査 等 委 員 を 除 く）
（う ち 社 外 取 締 役）

6
（ー）

名 27.6
（ー）

百万円

取 締 役 （監 査 等 委 員）
（う ち 社 外 取 締 役）

5
（4）

8.7
（3.4）

注記 . 取締役(監査等委員を除く)報酬及び監査等委員報酬の限度額は、2022年５月24日開催の定
時株主総会において取締役(監査等委員を除く)15,000千円（月額）、監査等委員1,500千円
（月額）と決議いただいております(使用人兼務取締役の使用人給与は含まない)。当該株主
総会終結時点の取締役(監査等委員を除く)の員数は６名、監査等委員である取締役の員数は
３名(うち監査等委員である社外取締役２名)です。

⑤ 取締役並びに執行役員の個人報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
イ．決定方針の決定の方法
・当社は、2023年11月8日開催の取締役会決議によって、役員報酬規程で決定
方針及び支給方法を定めております。

・取締役の個人別の報酬等の決定については、経営環境の変化や会社の業績、
個々の取締役の貢献度などを適切に反映させるため、取締役会で定めた方針
に基づき、株主総会で承認された報酬総額の範囲内で、代表取締役社長山野
井輝夫氏にその決定権限を委任しております。

ロ．決定方針の内容の概要
・役員の個人別月額報酬は、世間水準及び会社業績(利益水準、自己資本比率、
株式時価総額など)や、従業員給与とのバランスを考慮して、代表取締役が次
の方法により決定する。

(1) 取締役の個人別月額報酬は、株主総会で決定した報酬総額の限度内におい
て代表取締役に一任する。

(2) 執行役員（取締役を除く）の個人別月額報酬は、代表取締役に一任する。
(3) 取締役及び執行役員の個人別月額報酬は、毎年9月に見直すものとする。
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ハ．取締役及び執行役員の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると
取締役が判断した理由

・取締役及び執行役員の個人別の報酬内容の決定にあたっては、取締役会で決
定方針との整合性を含めた検討を行った上で個別の報酬額を決議しているた
め、決定方針に沿うものであると判断しております。

⑥ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。
ロ．当事業年度における主な活動状況
社外取締役に関する事項

氏名 主な活動状況と社外取締役が果たすことが
期待される役割に関して行った職務の概要

吉川 彰

社外取締役就任後に開催された取締役会10回のうち10回、監査等委員会に
は9回のうち9回に出席しており、地方自治や市政運営に携わってきた豊富
な経験と高い見識から、取締役会・監査等委員会の意思決定について適切
で様々な助言・提言をおこなっております。

西原 茂樹

社外取締役就任後に開催された取締役会10回のうち8回、監査等委員会に
は9回のうち8回に出席しており、地方自治や市政運営に携わってきた豊富
な経験と高い見識から、取締役会・監査等委員会の意思決定について適切
で様々な助言・提言をおこなっております。
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（4）会計監査人の状況
① 会計監査人の名称
・あおい監査法人

② 会計監査人に対する報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
イ. 公認会計士法第2条第1項の業務に係る報酬の額
ロ. 公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務に係る報酬の額

23
―

百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 23

注記 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査等委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する
実務指針」を踏まえ、前期の監査実績の分析・評価、監査計画における監査時間・配員計
画、会計監査人の職務遂行状況、報酬見積りの相当性などを確認し、当該期の会計監査人
の報酬額については、会社法第399条第１項の同意をおこなっております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
＜解任＞
１．監査法人である会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める事項に該当す
ると判断される場合は、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任致しま
す。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集され
る株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告致します。

２．監査法人である会計監査人が会社法、公認会計士法等の法令違反による懲戒
処分や監督官庁からの処分を受けた場合、監査等委員は、株主総会に提出する
会計監査人の解任に関する議案の内容について検討し、解任することが妥当と
判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任に関する議案の内容
の決定をおこないます。

＜不再任＞
監査法人である会計監査人が、監査品質、品質管理、独立性、その他総合的

な監査能力等の観点から監査を適切に遂行することが困難と判断される場合、
監査等委員会は、株主総会に提出する会計監査人を再任しないことに関する議
案の内容を検討し、再任しないことが妥当と判断した場合には、株主総会に提
出する会計監査人を再任しないことに関する議案の内容の決定をおこないます。
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④ 当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人の当社の子会社の計算関係
書類監査の状況
該当事項はありません。

⑤ 当該事業年度中に辞任した会計監査人に関する事項
該当事項はありません。

（5）業務の適正を確保するための体制及びその運用状況
Ⅰ．業務の適正を確保するための体制
１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制
① 取締役会は、事業経営の方針に関する事項等、取締役会規程に定める決議事項

を審議・決議する機関であり、取締役会の中に社外取締役を選任することによ
り、取締役会の職務執行について、その適法性に関する監督機能の維持、向上
を図っております。

② 取締役会で、コンプライアンスの定義・必要性・体制、遵守すべき項目等につ
いて記載した「コンプライアンス・マニュアル」を制定し、全役職員に反社会
的勢力との関係遮断、個人情報保護等を含めた法令遵守の徹底をおこなってお
ります。

③ 管理本部担当役員を委員長とする「コンプライアンス委員会」では、当社及び
子会社のコンプライアンスに係る情報の審議をおこなうとともに、コンプライ
アンスに関する重要事項について、協議をおこなっております。

④ コンプライアンス上問題のある事項について、全職員等が、コンプライアンス
担当部署へ直接報告できる体制とし、報告を受けた場合、コンプライアンス担
当部署は、速やかに改善指導をおこなうとともに是正・改善措置を講じており
ます。

⑤ 内部監査部署は執行部門から独立した代表取締役直属組織とし、コンプライア
ンス体制等の有効性及び適切性について監査をおこなっております。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に基づき、株主総会
議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか、規程により各会議の議事録及び
その他の文書等を保存・管理するとともに、取締役、監査等委員等が必要に応
じて閲覧、謄写が可能な状態で保管管理しております。
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３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 取締役会で「リスク管理規程」を制定し、リスクの種類ごとのリスク管理部署

及びリスク全体の統括部署を定めており、会社のリスクを識別・分析し必要な
対応策を実行することにより事前防止を図るとともに、リスク発生時における
体制や再発防止策の策定等について定めております。

② 取締役会等では、「リスク管理委員会」を通じて、リスクの種類や内容に応じ
たリスク全般に関する報告を受けるとともに必要な決定をおこなっておりま
す。

③ 内部監査部署は、リスク管理体制等の有効性及び適切性について監査をおこな
っております。

４．当社の取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制
① 業務の分掌及び職制並びに職務の権限に関する規程を制定しております。
② 取締役会において業績ほか、主要事項の進捗管理をおこなっております。

５．当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための
体制

① 当社の子会社の取締役、執行役員、業務を執行する社員、会社法第598条第１
項の職務をおこなうべき者その他これらの者に相当する者（以下「取締役等」
という）の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
ア．当社は子会社管理規程を制定し、当該規程に基づき子会社における業務の

適正を確保いたしております。
イ．子会社はすべて取締役会設置会社となっており、当社は子会社に取締役及

び監査役を派遣し、子会社の業務の適正を監視する体制となっており、子
会社の業務の状況等は当社の役職員が出席する子会社取締役会の中で報告
されております。

② 当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア．取締役会で制定した「リスク管理規程」を当社及び子会社共通の規程とし

て定めております。
イ．当社の取締役会等では、「リスク管理委員会」を通じて子会社のリスクの

種類や内容に応じたリスク全般に関する報告を受けるとともに必要な決定
をおこなっております。

ウ．内部監査部署は、子会社のリスク管理体制等の有効性及び適切性について
監査をおこなっております。
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③ 当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的におこなわれることを確保する
ための体制
ア．子会社は、取締役等の職務の執行を効率的におこなうための必要な規程類

を整備しております。
イ．子会社取締役会の中では、規程類に基づき子会社の業績ほか、主要事項の

進捗管理等について報告することとしております。
④ 当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制
ア．子会社全役職員に対し当社及び子会社共通の「コンプライアンス・マニュ

アル」を配付し法令遵守の徹底をおこなっております。
イ．当社及び子会社共通の「コンプライアンスに関する通報規程」により、そ

の目的及び窓口、通報方法が子会社全役職員に周知されております。

６．財務報告の適正性を確保するための体制
当社及び子会社において財務報告の適正性を確保するため、取締役会で、「財
務報告に係る内部統制の基本方針」を制定しております。

７．当社の監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお
ける当該使用人に関する事項
当社の監査等委員が必要とした場合、監査等委員の職務を補助する使用人を配
置します。

８．当社の監査等委員の職務を補助すべき使用人の当社の取締役からの独立性に関
する事項
当該使用人の人事異動、懲戒等に関しては監査等委員の事前の同意を得ること
とします。また取締役の指揮命令下に属さないものとし独立性を確保します。

９．当社の監査等委員の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項
当社の監査等委員が必要とした場合の使用人は専任の従業員とし、監査等委員
の職務を補助しうる人材を配置します。
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１０．当社の監査等委員への報告に関する体制
① 当社の取締役及び使用人が当社の監査等委員に報告するための体制

当社の取締役及び使用人は、法律に定める事項のほか、法令違反、その他のコ
ンプライアンス上の問題等について、コンプライアンス担当部署を通じ当社の
監査等委員へ速やかに報告する体制としております。

② 当社の子会社の取締役等及び監査役並びに使用人またはこれらの者から報告を
受けた者が当社の監査等委員に報告するための体制
当社の子会社の取締役等及び監査役並びに使用人またはこれらの者から報告を
受けた者は、法律に定める事項のほか、法令違反、その他のコンプライアンス
上の問題等について、当社のコンプライアンス担当部署を通じ当社の監査等委
員へ速やかに報告する体制としております。

１１．当社の監査等委員へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な
取扱いを受けないことを確保するための体制
当社及び子会社の全役職員については、「コンプライアンスに関する通報規程」
等により当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことと定
めております。

１２．当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続き
その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関
する事項
当社は、監査等委員の請求に基づき、会社法第399条の２第４項の定めにした
がい、必要な費用を支払うこととしております。

１３．その他当社の監査等委員の監査が実効的におこなわれることを確保するための
体制

① 監査等委員会または監査等委員は、代表取締役等と定期的に会合をもち、取締
役の経営方針を確かめるとともに、当社が対処すべき課題、取り巻くリスク、
監査等委員監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換をお
こなうほか、監査法人とも同様に積極的な意見交換をおこなうとともに、内部
監査部署とも連携をはかることとしております。

② 監査等委員は、その他の取締役及び使用人とも必要に応じて会合を持つなど、
監査環境の整備をおこなっております。
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Ⅱ．業務の適正を確保するための体制の運用状況
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりでありま
す。
① 取締役の職務の執行について

原則として月１回定例取締役会を開催し、法令や定款に定める事項、業務執
行に関する決議をおこなうほか、代表取締役、取締役、執行役員等によって構
成される定例ミーティングを週1回開催し、経営体制や事業構造の改革等のテ
ーマについて審議し取締役会の意思決定を補完しております。

② リスク管理体制について
リスク管理委員会を隔月１回開催し、グループ全体のリスクの発生状況につ

いて報告をおこなうとともに、その対策について検討をおこない、必要に応じ
た対応を実施いたしております。

③ コンプライアンス体制について
法令及び定款を遵守するため、コンプライアンス委員会を隔月１回開催し、

当社及び子会社のコンプライアンスに係る情報の審議をおこなっております。
また、当社及び子会社共通の「コンプライアンスに関する通報規程」により

内部通報の窓口を設置し、その目的及び窓口、通報方法を社内に掲示し、相
談・通報を受け付けております。また「コンプライアンス・マニュアル」を定
期的に改訂し、子会社を含めた全役職員に配付し、法令遵守の徹底をおこなっ
ております。

④ 内部監査の実施状況について
内部監査室が、取締役会で承認を受けた内部監査計画に基づき、当社及び子

会社において定期監査及び臨時監査を適時実施し、代表取締役に報告をおこな
っております。

⑤ 監査等委員の職務の執行について
監査等委員の監査体制につきましては、月１回監査等委員会を開催し、監査

方針・監査計画の決定、職務の執行状況の報告をおこなうとともに、常勤監査
等委員は重要な会議に出席し、監査等委員会等を通じて他の監査等委員との情
報共有をおこなっております。
監査等委員は内部監査部門と監査計画策定、内部監査結果、その他問題点に

関する情報交換・意見交換を随時おこなうとともに、実地調査をおこなってお
ります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
本事業報告に記載の百万円単位の金額並びに千株単位の株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて

表示しております。また、比率等は、表示桁未満の端数を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年８月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 1,851,853 流 動 負 債 9,940,123

現 金 及 び 預 金 944,882 買 掛 金 554,949

売 掛 金 278,111 1年内返済予定の長期借入金 8,530,904

商 品 126,181 未 払 法 人 税 等 28,088

販 売 用 不 動 産 137,575 賞 与 引 当 金 13,912

貯 蔵 品 57,319 株 主 優 待 引 当 金 4,137

そ の 他 307,782 契 約 負 債 607,786

固 定 資 産 10,510,032 そ の 他 200,344

有 形 固 定 資 産 8,504,193 固 定 負 債 1,063,365

建 物 及 び 構 築 物 3,070,088 長 期 借 入 金 16,236

土 地 5,265,189 退 職 給 付 に 係 る 負 債 216,708

建 設 仮 勘 定 145,099 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 3,460

そ の 他 23,816 資 産 除 去 債 務 274,793

無 形 固 定 資 産 20,588 繰 延 税 金 負 債 3,996

ソ フ ト ウ ェ ア 20,588 そ の 他 548,169

投資その他の資産 1,985,251 負 債 合 計 11,003,488

投 資 有 価 証 券 292,620 純 資 産 の 部

敷 金 及 び 保 証 金 1,290,257 株 主 資 本 1,349,333

破 産 更 生 債 権 等 12,286 資 本 金 936,088

長 期 前 払 費 用 402,152 資 本 剰 余 金 493,404
そ の 他 205 利 益 剰 余 金 137,396
貸 倒 引 当 金 △12,270 自 己 株 式 △217,556

その他の包括利益累計額 9,064

その他有価証券評価差額金 9,064

純 資 産 合 計 1,358,397

資 産 合 計 12,361,886 負債・純資産合計 12,361,886

注記 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自至 2025
2026

年
年

９
８

月
月

１
31

日
日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,591,675

売 上 原 価 2,401,827

売 上 総 利 益 2,189,847

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,065,250

営 業 利 益 124,596

営 業 外 収 益 89,649

受 取 利 息 3,653

受 取 配 当 金 8,722

ポ イ ン ト 調 整 額 773

固 定 資 産 受 贈 益 74,141

そ の 他 2,358

営 業 外 費 用 108,169

支 払 利 息 108,033

そ の 他 135

経 常 利 益 106,077

特 別 利 益 5,122

固 定 資 産 売 却 益 5,122

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 111,199

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 25,729

当 期 純 利 益 85,470

親会社株主に帰属する当期純利益 85,470

注記 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
(自至 2025

2026
年
年

９
８

月
月

１
31

日
日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,195,768 1,860,578 △3,227,104 △43,384 785,857

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 420,000 420,000

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使) 116,088 116,088 232,176

資 本 金 か ら
資本剰余金への振替 △1,795,768 1,795,768 ―

資 本 剰 余 金 の
取崩による欠損補填 △3,279,031 3,279,031 ―

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 85,470 85,470

自 己 株 式 の 取 得 △174,172 △174,172

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 △1,259,679 △1,367,174 3,364,501 △174,172 563,475

当 期 末 残 高 936,088 493,404 137,396 △217,556 1,349,333



― 24 ―

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 6,132 6,132 791,990

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 420,000

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使) 232,176

資 本 金 か ら
資本剰余金への振替 ー

資 本 剰 余 金 の
取崩による欠損補填 ー

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 85,470

自 己 株 式 の 取 得 △174,172
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 2,932 2,932 2,932

当 期 変 動 額 合 計 2,932 2,932 566,407

当 期 末 残 高 9,064 9,064 1,358,397

注記 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ２社

連結子会社は、アルファトレンド株式会社、株式会社さいか屋友の会であります。
（2）非連結子会社の数 １社

非連結子会社は、株式会社サンパール藤沢であります。
（3）非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等はいずれ
も連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。
適用外の非連結子会社及び関連会社は、株式会社サンパール藤沢他であります。

3. 連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社の決算日は８月31日であり、連結決算日と同一であります。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法)によ
り算定しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

（ロ）棚卸資産の評価基準及び評価方法
商 品 主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。
販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）によっております。
貯 蔵 品 主として最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）によっております。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
固定資産の減価償却の方法

（イ）有形固定資産
（リース資産を除く）

①償却方法
定額法によっております。
②耐用年数
主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ５年〜40年
器具及び備品 ３年〜８年

（ロ）無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（ハ）リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

（3）重要な引当金の計上基準
（イ）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別
に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

（ロ）賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため引当てたもので、翌連結会計年度
の支給見込額のうち、当連結会計年度に負担すべき額を計上してお
ります。

（ハ）株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用に備えるため、翌連結会計年度において
発生すると見込まれる額を計上しております。

（ニ）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく当連結会計年
度末の支給額に相当する金額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
（5）重要な収益及び費用の計上基準
（イ）商品の販売に係る収益認識

百貨店事業において多種多様な商品の販売を行っており、顧客に対し商品を引き渡す義務を
負っております。当該履行義務は顧客に商品を引き渡すことで充足されると判断し、当該商品
を引き渡した時点で収益を認識しております。なお、顧客への財又はサービスの提供における
当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る総額から仕入先に
対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

（ロ）自社ポイント制度に係る収益認識
当社は、さいか屋カード及びさいか屋現金専用ポイントカードに付与したポイントを履行義

務として契約負債を識別し、将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎と
して取引価格の配分を行い、ポイントが使用された時点で収益を認識しております。

（ハ）商品券に係る収益認識
当社で発行した商品券を履行義務として識別し、商品券が使用された時点で収益を認識して

おります。商品券の未使用分については、顧客が権利を行使する可能性が極めて低くなった時
に収益を認識しております。

（ニ）テナントに係る収益認識
百貨店事業において、当社が保有する店舗の売場スペース及び設備等を出店テナントに対し

継続的に提供する取引であります。顧客との契約における義務を履行するにつれて顧客が便益
を享受することから、契約期間にわたり収益を認識しております。
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（ホ）不動産の販売に係る収益認識
不動産の販売は、不動産の引渡しが履行義務となります。不動産の引渡しは顧客と締結する

不動産売買契約書における引渡しの条件を満たした時点で不動産への支配が顧客に移転される
ため、不動産の引渡しが完了した一時点で充足される履行義務と判断し、収益を認識しており
ます。

（6）その他連結計算書類作成のための重要な事項
当社及び連結子会社はグループ通算制度を適用しております。これに伴い法人税及び地方法

人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の
会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従っており
ます。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記
前連結会計年度において「有形固定資産」の「その他」に含めて表示していた「建設仮勘

定」は資産総額の100分の１を超え、金額的観点から重要性が増したため、当連結会計年度よ
り独立掲記することといたしました。

Ⅳ．誤謬の訂正に関する注記
該当事項はありません。

Ⅴ．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 8,504,193千円
無形固定資産 20,588千円
投資その他の資産（長期前払費用） 402,152千円
減損損失 −千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（イ）算出方法

当社グループでは、主要な事業として百貨店業を営んでおり、各店舗を独立したキャッシ
ュ・フローを生み出す最小の単位としてグルーピングしております。
減損の兆候がある店舗については帳簿価額と回収可能価額を比較し、減損損失を認識すべ

きと判定した場合は、帳簿価額を回収可能価額まで減額して減損損失を計上しております。
回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。
回収可能価額が使用価値の場合、割引前将来キャッシュ・フローは翌年度の計画を基礎

に、将来の不確実性が高い昨今の経済環境下においても最善の見積りを行っております。
回収可能価額が正味売却価額の場合、重要性の高い資産グループの測定については、外部

評価機関による不動産鑑定評価基準に基づいた不動産鑑定士からの評価額等を基準としてお
ります。

（ロ）主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、主に当社の実績に基づく売

上高・売上総利益率の予想であります。
正味売却価額は、外部の専門家である不動産鑑定士の評価に基づいており、不動産鑑定評

価の算定における主要な仮定は、土地の市場価格及び建物の再調達原価、経済的耐用年数、
収益価格等であります。
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（ハ）翌年度の連結計算書類に与える影響
割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、外部情報を含めて入手可能

な情報に基づいた最善の見積りであると評価しております。一方で、将来の不確実性は高
く、消費者行動の変化など仮定の見直しが必要となった場合には、割引前将来キャッシュ・
フローの見積りに影響を受け、結果として翌年度において減損損失が発生する可能性があり
ます。
また、不動産鑑定評価基準に基づいた不動産鑑定士からの評価額等は、将来の不動産市況

の動向に影響を受ける可能性があり、その結果として正味売却価額が減少した場合には、翌
年度において減損損失が発生する可能性があります。

Ⅵ．会計上の見積りの変更に関する注記
該当事項はありません。

Ⅶ．連結貸借対照表に関する注記
1. 資産につき設定している担保権の明細

（単位：千円）
担 保 に 供 し て い る 資 産 担保権によって担保されている債務

種 類 期末帳簿価額 担保権の種類 内 容 期 末 残 高
建 物 961,040 根 抵 当 権
設 備 1,598,385 根 抵 当 権
土 地 4,560,366 根 抵 当 権

合 計 7,119,792 合 計 ―
（注）担保に係る資産は、下記３.保証債務に記載している親会社の金融機関からの借入金に対して担保

に供しているものであります。
2. 有形固定資産の減価償却累計額 12,120,140千円
3. 保証債務

当社の親会社である株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスの銀行借入金7,900,000千円につ
いて、連帯保証人となっております。
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Ⅷ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株 式 数 （株）

発行済株式
普通株式 4,970,314 1,986,000 ー 6,956,314
A種優先株式 1,483,036 ー ー 1,483,036

自己株式
普通株式 16,306 543,609 ー 559,915

（注）自己株式の株主数の増加543,609株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加
543,600株及び単元未満株式の買取りによる増加９株であります。

２．普通株式の発行済株式数の増加1,986,000株は、第三者割当による新株の発行による増加
1,000,000株及び新株予約権の行使による増加986,000株であります。

３．配当に関する事項
2026年11月16日開催予定の定時株主総会において決議予定

（イ）配当金の総額 普通株式31,981千円、A種優先株式17,292千円（計49,274千円）
（ロ）配当金の原資 その他資本剰余金
（ハ）１株当たりの配当額 普通株式 ５.00円、Ａ種優先株式 11.66円
（ニ）基準日 2026年８月31日
（ホ）効力発生日 2026年11月17日

Ⅸ．金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する注記
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については銀行預金に限定し、また、資金調達については銀行より
借入及び社債、親会社からの借入等により調達する方針です。
デリバティブは、将来の相場変動リスクヘッジとして導入することとしており、投機目的のた

めの取引や短期的売買差益の獲得を目的とする取引の利用は行わない方針であります。
（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

投資有価証券である株式等は、主に当社グループと資本関係を有する企業の株式であり、市場
価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や取引先企業の財
務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
敷金・差入保証金は、主に店舗の賃貸借契約によるものであり、取引先企業等の信用リスクに

晒されております。当該リスクについては、取引開始時に信用判定を行うとともに、契約更新時
その他適宜契約先の信用状況の把握に努めております。
営業債権である売掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の入金期日であります。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが3ヶ月以内の支払期日であります。
借入金は、営業取引及び設備投資に係る資金調達です。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）投資有価証券
その他有価証券 268,765 268,765 −

（2）敷金及び保証金 1,290,257 1,077,235 △213,021
資産計 1,559,022 1,346,001 △213,021

（1）長期借入金（１年内返
済予定の長期借入金を含む） 8,547,140 8,547,957 817

負債計 8,547,140 8,547,957 817
(注１)現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似するものであることから、記載を省略しております。
(注２)市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券その他有価証券」には含まれておりません。当該

金融商品の連結貸借対照表計上額は23,854千円であります。
(注３)金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

敷金及び保証金 9,554 622,968 − 657,733
合計 9,554 622,968 − 657,733

(注４)長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

長期借入金（１年内返済予定の長期借入
金を含む） 8,530,904 16,236 − −

合計 8,530,904 16,236 − −

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した
時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります。
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（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券
その他有価証券
株式 268,765 − − 268,765

資産計 268,765 − − 268,765

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
敷金及び保証金 − 1,077,235 − 1,077,235

資産計 − 1,077,235 − 1,077,235
長期借入金（１年内返済予定
の長期借入金を含む）

− 8,547,957 − 8,547,957

負債計 − 8,547,957 − 8,547,957
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。
敷金及び保証金
これらの時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する

国債の利回り等適切な指標による利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価
に分類しております。
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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Ⅹ．収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
藤沢店 1,781,320千円
横須賀店 1,191,812千円
川崎店 723,817千円
その他 △1,220千円
連結子会社 105,014千円
内部売上高の消去 △106,014千円

合計 3,694,729千円
（注）連結損益計算書上の売上高に含まれる顧客との契約から生じる収益以外の収益は896,946千

円であり、これは「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく不動産
賃貸収入等であります。

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事

項に関する注記等 」4．会計方針に関する事項 (5) 重要な収益及び費用の計上基準に記載のと
おりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに
当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれ
る収益の金額及び時期に関する情報

（1）契約負債の残高等
（単位：千円）

当連結会計年度

契約負債（期首残高） 655,475

契約負債（期末残高） 607,786
契約負債は主に、当社が付与したポイント及び発行した商品券のうち、期末時点において履行義

務を充足していない残高であります。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は

158,415千円であります。
（2）残存履行義務に配分した取引価格

2026年８月31日現在、商品券に係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は590,431千円
であり、当該残存履行義務について、商品券が使用されるにつれて主に今後１年から10年の間で
収益を認識することを見込んでおります。また、ポイントに係る残存履行義務に配分した取引価
格の総額は13,417千円であり、当該残存履行義務について、ポイントの実際の利用に応じて今
後１年から２年の間で収益を認識することを見込んでおります。
なお、当初の予想契約期間が１年以内の取引については、実務上の便法を適用し、残存履行義

務に関する情報の記載を省略しております。
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Ⅺ．賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、神奈川県その他の地域において賃貸商業施設等を所有しております。な
お、一部の賃貸商業施設等については当社が一部を使用しているため、賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産としております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

用 途 連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末
における時価

賃貸等不動産 3,109 3,164
賃貸等不動産として使用される
部分を含む不動産 108,749 124,000

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額であります。

（注２）当連結会計年度末の時価は、主に社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等に基づい
ております。

Ⅻ．１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 93円74銭
2. １株当たり当期純利益 14円79銭

ⅩⅢ．重要な後発事象に関する注記
当社は、藤沢市と共同で運営しておりました持分法非適用の関連会社である「藤沢市民会館サービ

ス・センター株式会社」（以下、藤沢市民会館サービス・センター）について、2026年９月９日をも
って清算手続きが完了し、残余財産の分配を受領いたしました。
１．該当会社の概要
（1）名 称 藤沢市民会館サービス・センター株式会社
（2）所在地 神奈川県藤沢市鵠沼東８番１号
（3）代表者 岡本 洋三
（4）事業内容 公共施設の維持管理・運営、及び催事の企画運営
（5）資本金 10,000千円
（6）出資比率 当社48％、藤沢市52％
２．清算の経緯及び理由

当社及び藤沢市は、藤沢市民会館サービス・センターを共同で運営してまいりましたが、事業
環境の変化等に伴い、両者協議のうえ解散及び清算手続きを進めてまいりました。今般、残余財
産の確定及び分配手続きが完了し清算結了いたしました。

３．残余財産の分配額及び損益に与える影響
（1）当社受領額 44,736千円
（2）清算結了日 2026年９月９日
（3）当該分配に伴い、翌連結会計年度において関連会社清算益39,936千円を特別利益に計上する

見込みであります。
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（株式交換契約の締結）
当社は、2026年10月16日開催の取締役会において、株式会社AFC-HDアムスライフサイエンス

（以下「AFC-HD」という。）を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換
（以下「本株式交換」という。）を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。
本株式交換は、2026年11月16日開催予定の当社定時株主総会の承認を得た上で行う予定でありま
す。
１．本株式交換の目的
AFC-HDグループとしての経営資源の一体的な活用、意思決定の迅速化及び財務基盤の強化を図る

ためであります。
２．本株式交換の方法
AFC-HDを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換であります。

（AFC-HDにおいては簡易株式交換）。
３．株式交換比率
当社普通株式１株に対し、AFC-HD普通株式0.3株を割当交付いたします。

４．株式交換比率の算定根拠
両社から独立した第三者算定機関による株式価値の算定結果を踏まえ、両社で協議のうえ決定して

おります。
５．効力発生日
2026年12月15日（予定）

６．上場廃止
当社普通株式は、2026年12月11日に上場廃止となる予定であります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年10月23日
株 式 会 社 さ い か 屋
取 締 役 会 御 中

あ お い 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 惠良 健太郎
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 角 田 康 郎

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社さいか屋の2025年9月1日か

ら2026年8月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社さいか屋及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事
業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に

おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合

には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構
成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連
結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意
見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
（2026年８月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 1,739,236 流 動 負 債 9,891,360
現 金 及 び 預 金 845,076 買 掛 金 554,957
売 掛 金 265,884 1年以内返済予定の長期借入金 8,525,000
商 品 126,181 未 払 金 16,413
販 売 用 不 動 産 137,575 未 払 法 人 税 等 27,381
貯 蔵 品 56,786 未 払 費 用 60,977
前 払 費 用 19,150 預 り 金 27,911
未 収 入 金 125,021 賞 与 引 当 金 13,912
そ の 他 163,561 株 主 優 待 引 当 金 4,137

固 定 資 産 10,504,401 契 約 負 債 566,521
有 形 固 定 資 産 8,503,728 前 受 金 81,200
建 物 1,296,294 そ の 他 12,945
設 備 1,773,793 固 定 負 債 1,047,129
車 両 運 搬 具 4,019 長 期 未 払 金 14,340
器 具 及 び 備 品 19,331 繰 延 税 金 負 債 3,996
土 地 5,265,189 退 職 給 付 引 当 金 216,708
建 設 仮 勘 定 145,099 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 3,460

無 形 固 定 資 産 20,588 資 産 除 去 債 務 274,793
ソ フ ト ウ ェ ア 20,588 預 り 敷 金 489,203

投資その他の資産 1,980,085 預 り 保 証 金 44,625
投 資 有 価 証 券 286,042 負 債 合 計 10,938,490
関 係 会 社 株 式 36,077 純 資 産 の 部
敷 金 102,960 株 主 資 本 1,296,083
差 入 保 証 金 1,152,630 資 本 金 936,088
破 産 更 生 債 権 等 12,286 資 本 剰 余 金 493,404
長 期 前 払 費 用 402,152 資 本 準 備 金 116,088
そ の 他 205 そ の 他 資 本 剰 余 金 377,316
貸 倒 引 当 金 △12,270 利 益 剰 余 金 84,147

そ の 他 利 益 剰 余 金 84,147
繰 越 利 益 剰 余 金 84,147

自 己 株 式 △217,556
評価・換算差額等 9,064
その他有価証券評価差額金 9,064

純 資 産 合 計 1,305,148
資 産 合 計 12,243,638 負債・純資産合計 12,243,638

注記 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

( 自
至

2025
2026

年
年

９
８

月
月

１
31

日
日)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 4,592,675
商 品 売 上 高 3,660,478
テ ナ ン ト 及 び 手 数 料 収 入 932,197

売 上 原 価 2,401,849
商 品 売 上 原 価 2,080,608
テ ナ ン ト 収 入 原 価 321,241
売 上 総 利 益 2,190,825

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,068,355
営 業 利 益 122,469

営 業 外 収 益 88,925
受 取 利 息 及 び 配 当 金 12,263
ポ イ ン ト 調 整 額 773
固 定 資 産 受 贈 益 74,141
雑 収 入 1,747

営 業 外 費 用 107,764
支 払 利 息 107,629
雑 損 失 135
経 常 利 益 103,630

特 別 利 益 5,122
固 定 資 産 売 却 益 5,122
税 引 前 当 期 純 利 益 108,753
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 24,606
当 期 純 利 益 84,147

注記 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 自
至

2025
2026

年
年

９
８

月
月

１
31

日
日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

その他利益剰余金

固 定 資 産
圧縮積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,195,768 1,219,946 640,632 1,860,578 139,498 △3,418,529

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 420,000

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使) 116,088 116,088 116,088

資本金からその他
資本剰余金への振替 △1,795,768 1,795,768 1,795,768

資本準備金の取崩
による欠損補填 △1,219,946 1,219,946 ―

その他資本剰余金の
取崩による欠損補填 △3,279,031 △3,279,031 3,279,031

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 △139,498 139,498

当 期 純 利 益 84,147

自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 △1,259,679 △1,103,858 △263,316 △1,367,174 △139,498 3,502,676

当 期 末 残 高 936,088 116,088 377,316 493,404 ̶ 84,147
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株 主 資 本 評価・換算
差 額 等

純資産合計利益剰余金
自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

利益剰余金
合 計

当 期 首 残 高 △3,279,031 △43,384 733,931 6,132 740,064

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 420,000 420,000

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使) 232,176 232,176

資本金からその他
資本剰余金への振替 ―

資本準備金の取崩
による欠損補填 ―

その他資本剰余金の
取崩による欠損補填 3,279,031 ― ―

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 ― ― ―

当 期 純 利 益 84,147 84,147 84,147

自己株式の取得 △174,172 △174,172 △174,172

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 2,932 2,932

当 期 変 動 額 合 計 3,363,178 △174,172 562,151 2,932 565,084

当 期 末 残 高 84,147 △217,556 1,296,083 9,064 1,305,148

注記 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。
なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し売却原価は移動平均法により算定し
ております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
商 品

売価還元法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）によっております。

販売用不動産
個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法）によっております。

貯蔵品
最終仕入原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

（リース資産を除く）
①償却方法
定額法によっております。

②耐用年数
主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 14年〜40年
設備 ５年〜39年
車両運搬具 ２年
器具及び備品 ３〜８年

（2）無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（3）リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。
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（2）賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため引当てたもので、翌事業年度の支
給見込額のうち、当事業年度に負担すべき額を計上しております。

（3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付引当金及び
退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

（4）株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用に備えるため、翌事業年度において発生
すると見込まれる額を計上しております。

（5）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく当事業年度末
の要支給額を計上しております。

4. 重要な収益及び費用の計上基準
当社では主に、百貨店事業において多種多様な商品の販売を行っており、顧客に対し商品を引き

渡す義務を負っております。当該履行義務は顧客に商品を引き渡すことで充足されると判断し、当
該商品を引き渡した時点で収益を認識しております。なお、顧客への財又はサービスの提供におけ
る当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る総額から仕入先に対する支払
額を差し引いた純額で収益を認識しております。また、当社が保有する店舗の売場スペース及び設
備等を出店テナントに対し継続的に提供する取引については、契約期間にわたり収益を認識してお
ります。
不動産の販売は、不動産の引渡しが履行義務となります。不動産の引渡しは顧客と締結する不動

産売買契約書における引渡しの条件を満たした時点で不動産への支配が顧客に移転されるため、不
動産の引渡しが完了した一時点で充足される履行義務と判断し、収益を認識しております。

Ⅱ. 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

Ⅳ．誤謬の訂正に関する注記
該当事項はありません。

Ⅴ．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
有形固定資産 8,503,728千円
無形固定資産 20,588千円
投資その他の資産（長期前払費用） 402,152千円
減損損失 −千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表Ⅴ.会計上の見積りに関する注記に記載のとおりであります。

Ⅵ．会計上の見積りの変更に関する注記
該当事項はありません。
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Ⅶ．貸借対照表に関する注記
1. 資産につき設定している担保権の明細

（単位：千円）
担 保 に 供 し て い る 資 産 担保権によって担保されている債務

種 類 期末帳簿価額 担保権の種類 内 容 期 末 残 高
建 物 961,040 根 抵 当 権
設 備 1,598,385 根 抵 当 権
土 地 4,560,366 根 抵 当 権

合 計 7,119,792 合 計 ―
（注）担保に係る資産は、下記３.保証債務に記載している親会社の金融機関からの借入金に対して担保

に供しているものであります。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 12,115,113千円

3. 保証債務
当社の親会社である株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスの銀行借入金7,900,000千円につ

いて、連帯保証人となっております。

4. 関係会社に対する金銭債権・金銭債務
種 類 金 額（千円）

短 期 金 銭 債 権 6,899
短 期 金 銭 債 務 8,544,816

Ⅷ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

種 類 金 額（千円）
営 業 取 引 に よ る 取 引 高

売 上 高 108,964
仕 入 高 124,513
そ の 他 282,209

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 107,629
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Ⅸ．株主資本等変動計算書に関する注記
（１）事業年度の末日における自己株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度期首
株 式 数 （株）

当 事 業 年 度
増加株式数（株）

当 事 業 年 度
減少株式数（株）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （株）

自己株式
普通株式 16,306 543,609 − 559,915

（注）自己株式の株式数の増加543.609株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加
543,600株及び単元未満株式の買取りによる増加９株であります。

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
2026年11月16日開催予定の定時株主総会において決議予定
（イ）配当金の総額 普通株式31,981千円、A種優先株式17,292千円（計49,274千円）
（ロ）配当金の原資 その他資本剰余金
（ハ）１株当たり配当額 普通株式 ５.00円、Ａ種優先株式 11.66円
（ニ）基準日 2026年８月31日
（ホ）効力発生日 2026年11月17日

Ⅹ．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 1,195,346千円
減損損失 1,106,897千円
契約負債 88,572千円
退職給付引当金繰入限度超過額 68,263千円
資産除去債務 86,560千円
その他 75,739千円

小計 2,621,380千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,195,346千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,389,935千円

繰延税金資産小計 36,097千円
繰延税金負債との相殺 △36,097千円
繰延税金資産合計 −

繰延税金負債
資産除去債務対応費用
その他有価証券評価差額金

36,097千円
3,996千円

繰延税金負債小計 40,094千円
繰延税金資産との相殺 △36,097千円
繰延税金負債合計 3,996千円

（２）法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社はグループ通算制度を適用しております。これに伴い法人税及び地方法人税並びに税効果会

計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関す
る取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従っております。
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Ⅺ．関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び兄弟会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地 資本金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(%)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

親会社

㈱
AFC-HD
アムスラ
イフサイ
エンス

静岡市
駿河区 2,207,985

健康補助食
品及び化粧
品等の製造

販売

(被所有)
直接
44.48

資金の借入先、
債務の保証、
債務の被保証、
役員の兼任

資金の借入
(注)１ ―

1年内返
済予定の
長期借入

金
7,900,000

借入金の返済 100,000

支払利息 99,763 未払費用 21

債務の保証
(注)２ 7,900,000 ― ―

第三者割当増資
の引受（注）３ 420,000

同一の
親会社
を持つ
会社

㈱エーエ
フシー

静岡市
駿河区 200,000

健康補助食
品・化粧品
及び自然食
品等の販売

(被所有)
間接
11.02

資金の借入先、
商品の仕入先

資金の借入
(注)１ ―

１年内返
済予定の
長期借入

金
625,000

支払利息 7,866 ― ―

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等
１．資金の借入については、市場金利を勘案して料率を合理的に決定しております。
２．同社の銀行借入金に対する債務保証であり、取引金額は2026年８月31日現在の債務保証

残高であります。なお、債務保証に当たり当社の資産を担保に供しております。これに伴
う保証料は発生しておりません。

３．2026年２月24日に当社が行った第三者割当増資（普通株式1,000,000株、１株当たり
420円）を引き受けたものであります。

Ⅻ．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表」Ⅹ．収益認識

に関する注記に記載のとおりであります。

ⅩⅢ．１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 85円41銭
2. １株当たり当期純利益 14円56銭
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ⅩⅣ. 重要な後発事象に関する注記
当社は、藤沢市と共同で運営しておりました関連会社である「藤沢市民会館サービス・センター株

式会社」（以下、藤沢市民会館サービス・センター）について、2026年９月９日をもって清算手続き
が完了し、残余財産の分配を受領いたしました。
１．該当会社の概要
（1）名 称 藤沢市民会館サービス・センター株式会社
（2）所在地 神奈川県藤沢市鵠沼東８番１号
（3）代表者 岡本 洋三
（4）事業内容 公共施設の維持管理・運営、及び催事の企画運営
（5）資本金 10,000千円
（6）出資比率 当社48％、藤沢市52％
２．清算の経緯及び理由

当社及び藤沢市は、藤沢市民会館サービス・センターを共同で運営してまいりましたが、事業
環境の変化等に伴い、両者協議のうえ解散及び清算手続きを進めてまいりました。今般、残余財
産の確定及び分配手続きが完了し清算結了いたしました。

３．残余財産の分配額及び損益に与える影響
（1）当社受領額 44,736千円
（2）清算結了日 2026年９月９日
（3）当該分配に伴い、翌事業年度において関連会社清算益39,936千円を特別利益に計上する見込

みであります。

（株式交換契約の締結）
当社は、2026年10月16日開催の取締役会において、株式会社AFC-HDアムスライフサイエンス

（以下「AFC-HD」という。）を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換
（以下「本株式交換」という。）を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。
本株式交換は、2026年11月16日開催予定の当社定時株主総会の承認を得た上で行う予定でありま
す。
１．本株式交換の目的
AFC-HDグループとしての経営資源の一体的な活用、意思決定の迅速化及び財務基盤の強化を図る

ためであります。
２．本株式交換の方法
AFC-HDを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換であります。

（AFC-HDにおいては簡易株式交換）。
３．株式交換比率
当社普通株式１株に対し、AFC-HD普通株式0.3株を割当交付いたします。

４．株式交換比率の算定根拠
両社から独立した第三者算定機関による株式価値の算定結果を踏まえ、両社で協議のうえ決定して

おります。
５．効力発生日
2026年12月15日（予定）

６．上場廃止
当社普通株式は、2026年12月11日に上場廃止となる予定であります。
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会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年10月23日
株 式 会 社 さ い か 屋
取 締 役 会 御 中

あ お い 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 惠良 健太郎
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 角 田 康 郎

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社さいか屋の2025年9月１

日から2026年8月31日までの第95期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につ
いて監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の
財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人として
のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2025年9月1日から2026年8月31日までの第95期事業年度における取締役

の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決
議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、内部監査室等と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執
行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び重要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの事業の
報告を受けました。

② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第5号イの留意した事項及び同号ロの判
断及び理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について
検討を加えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行なわれることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を『監査に関する品質管理基準』（企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

2. 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益
を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取
締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人あおい監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人あおい監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年10月23日 株式会社さいか屋 監査等委員会
常勤監査等委員 稲 毛 悟 ㊞
監査等委員 吉 川 彰 ㊞
監査等委員 西 原 茂 樹 ㊞

（注）監査等委員吉川彰及び西原茂樹は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に定める社外取
締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

第 1 号 議 案 剰余金の配当の件
2026年2月26日開催の臨時株主総会において、利益剰余金の欠損を解消

し、当期より配当が可能となりました。当期の期末配当につきましては、当
期の業績と財務体質及び配当性向などを総合的に勘案し、下記のとおりとい
たしたいと存じます。
（１）配当財産の種類

金銭といたします。
（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその額

当社普通株式１株につき金５円 総額31,981,995円
当社A種優先株式１株につき金11.66円 総額17,292,199円76銭

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
2026年11月17日

なお、配当原資については、資本剰余金とすることを予定しております。
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第 2 号 議 案 当社と株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスとの株式交換契約
承認の件

当社と株式会社AFC-HDアムスライフサイエンス（以下「AFC-HD」といい、当社
と併せ「両社」といいます。）は、2026年10月16日開催の取締役会において、
AFC-HDを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下
「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結いた
しました。
つきましては、本議案において、本株式交換契約のご承認をお願いするものであり

ます。
本株式交換は、当社については、本総会の決議による本株式交換契約の承認を得た

上で行われる予定です。なお、AFC-HDにおいては、会社法第796条第2項に規定する
簡易株式交換に該当するため、原則として株主総会の承認を得ることなく実施する予
定です。
また、本株式交換の効力発生日（2026年12月15日）をもって、当社はAFC-HDの

完全子会社となる予定であり、当社の普通株式は東京証券取引所において2026年12
月11日付で上場廃止（最終売買日は2026年12月10日）となる予定です。
本株式交換を行う目的、本株式交換の要旨及び株式交換契約書、その他本議案に関す
る事項は次のとおりです。

1．本株式交換を行う理由
AFC-HDは、健康食品・化粧品等の企画・製造・販売を中心として事業を展開して

おります。さいか屋は、百貨店事業を中心に、神奈川県内において長年にわたり事業
を展開するとともに、横須賀店及び藤沢店等の不動産を保有しております。
両社は、これまで資本関係及び事業上の関係を有しており、AFC-HDはさいか屋を

連結子会社としております。一方、さいか屋については、2026年９月16日付の株式
会社東京証券取引所からの通知により、さいか屋株式について、2026年９月16日よ
り整理銘柄に指定されるとともに、2027年３月１日付で上場廃止が決定されておりま
す。このような状況を踏まえ、両社は、2026年９月９日付「今後の資本政策及び株主
の皆様への対応について」に開示の通り、さいか屋の今後の資本政策、経営基盤の強
化及び企業価値の向上について協議・検討を重ねてまいりました。
その結果、さいか屋をAFC-HDの完全子会社とすることにより、AFC-HDグループ

としての経営資源の一体的な活用、意思決定の迅速化、経営効率の向上及び財務基盤
の強化を図ることが、両社の企業価値向上に資すると判断し、上記2026年９月９日付
開示に記載の通り、本株式交換を実施することといたしました。
また、完全子会社化後は、AFC-HDグループとしてさいか屋の保有する不動産等の

資産を含む経営資源を有効に活用するとともに、さいか屋の事業基盤を維持・強化し、
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将来的な事業構造及び不動産の活用についても検討してまいります。
なお、さいか屋の企業価値については、第三者算定機関による株式価値算定結果を

基礎とし、各評価方法の特性、さいか屋の収益力、財務状況、保有する土地・建物等
の資産価値、将来の事業運営に伴う負担、市場株価等を総合的に勘案して検討いたし
ました。
両社においては、さいか屋の企業価値をできる限り適切に評価することを基本とし、

第三者算定機関による算定結果を踏まえ、両社の株主(さいか屋の一般株主（少数株
主）を含みます。)にとって公正かつ妥当な株式交換比率となるよう慎重に協議・検討
いたしました。

２．本株式交換契約の内容の概要
当社がAFC-HDとの間で2026年10月16日付で締結した本株式交換契約の内容は次

のとおりです。
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株式交換契約書（写）

株式会社AFC-HDアムスライフサイエンス（以下「甲」という。）及び株式会社さ
いか屋（以下「乙」という。）は、2026年10月16日付で、次のとおり株式交換契
約（以下「本契約」という。）を締結する。

第1条（株式交換）
甲及び乙は、本契約の定めに従い、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全
子会社とする株式交換（以下「本株式交換」という。）を行い、甲は本株式交換に
より乙の発行済株式の全部（甲が保有する乙の株式を除く。）を取得する。

第2条（当事会社の商号及び住所）
甲及び乙の商号及び住所は、次のとおりとする。
1. 甲 商号：株式会社AFC-HDアムスライフサイエンス

住所：静岡県静岡市駿河区豊田３丁目６番36号
2. 乙 商号：株式会社さいか屋

住所：神奈川県川崎市川崎区日進町１番地

第3条（株式交換に際して交付する株式及び割当て）
1. 甲は、本株式交換が効力を生ずる時点の直前時（以下「基準時」という。）に

おける乙の普通株主（第７条に基づく自己株式消却後の株主をいい、甲を除
く。）に対し、その保有する乙の普通株式1株につき甲の普通株式0.3株の割合
をもって、甲の普通株式を新たに発行して割当交付する。

2. 前項により交付すべき甲の普通株式の総数は、基準時における割当対象の乙の
普通株式の総数に0.3を乗じて得た数とする。

3. 交付する甲の普通株式に1株に満たない端数が生じる場合は、会社法第234条
その他の関係法令に従い処理する。

第4条（甲の資本金及び準備金）
本株式交換により増加する甲の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第39条そ
の他の関係法令に従い甲が定める額とする。
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第5条（効力発生日）
本株式交換の効力発生日は2026年12月15日とする。ただし、手続の進行上の必
要性その他の事由により必要がある場合には、甲及び乙は協議し合意の上、これ
を変更することができる。

第6条（株主総会の承認）
1. 甲は、会社法第796条第2項に基づき、原則として株主総会の承認を受けずに

本株式交換を行う。ただし、法令により甲の株主総会の承認が必要となる場合
には、効力発生日の前日までに必要な承認を求める。

2. 乙は、2026年11月16日開催予定の定時株主総会において、会社法第783条
第1項に基づき、本契約の承認を求める。開催日を変更する必要が生じたとき
は、甲乙協議の上これを変更することができる。

第7条（自己株式の消却）
乙は、効力発生日の前日までの取締役会決議により、基準時において乙が保有す
る自己株式（会社法第785条に基づく株式買取請求により取得する自己株式を含
む。）の全部を基準時に消却する。

第8条（会社財産の管理等）
甲及び乙は、本契約締結日から効力発生日まで、善良なる管理者の注意をもって
業務を執行し、財産を管理運営するものとし、本株式交換の実行又は条件に重大
な影響を及ぼす行為を行うときは、あらかじめ相手方と協議し合意する。
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第9条（本契約の失効）
本契約締結日から効力発生日までの間に、天災地変その他の事由により甲又は乙
の財産若しくは経営状態に重大な変動が生じた場合、又は本株式交換の実行に重
大な支障が生じた場合には、甲及び乙は協議し合意の上、本契約を変更し又は解
除することができる。

第10条（本契約の失効）
本契約は、次のいずれかに該当した場合、その効力を失う。

（1）乙の株主総会において本契約の承認が得られなかった場合
（2）甲の株主総会の承認が法令上必要となり、その承認が得られなかった場合
（3）法令上必要な関係官庁等の承認が得られなかった場合
（4）前条に基づき本契約が解除された場合

第11条（準拠法及び管轄）
本契約は日本法に準拠する。本契約に関する甲乙間の紛争については、静岡地方

裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

第12条（協議事項）
本契約に定めのない事項及び本株式交換に必要な事項は、本契約の趣旨に従い甲

及び乙が誠実に協議して定める。

本契約締結の証として、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各1通を保有す
る。

2026年10月16日

甲 静岡県静岡市駿河区豊田３丁目６番36号
AFC-HDアムスライフサイエンス株式会社
代表取締役会長 淺山 雄彦

乙 神奈川県川崎市川崎区日進町１番地
株式会社さいか屋
代表取締役社長 山野井 輝夫
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3．交換対価の相当性に関する事項
（1）交換対価の総数及び割当ての相当性に関する事項
AFC-HDを株式交換完全親会社、さいか屋を株式交換完全子会社とする株式交換方

式とします。
本株式交換に際して、さいか屋の普通株式を保有する株主に対して、その保有する

さいか屋普通株式に代わり、AFC-HDの普通株式を割当交付します。
なお、AFC-HDについては、会社法第796条第２項に規定する簡易株式交換に該当す
るため、原則として株主総会の承認を得ることなく本株式交換を行う予定です。
さいか屋については、2026年11月16日開催予定の定時株主総会において、本株式交
換契約の承認を受ける予定です。

①本株式交換に係る割当ての内容
会社名 AFC-HD さいか屋

本株式交換に係る交換比率 10 3

本株式交換により交付する株式 AFC-HD普通株式 ―

本株式交換契約により交付する株式数 1,067,819.7株 ー
ア 株式交換比率

さいか屋の普通株式１株に対して、AFC-HDの普通株式0.3株を割当交付し
ます。したがって、AFC-HD：さいか屋の株式交換比率は「10：３」となり
ます。

イ 株式交換により交付するAFC-HD普通株式
本株式交換により交付するAFC-HDの普通株式については、新たに発行する

普通株式を充当する予定です。
ウ 単元未満株式

本株式交換によりAFC-HDの単元未満株式が割り当てられる株主について
は、AFC-HDの株式取扱規程等に基づき、単元未満株式の買取請求制度を利用
することができます。

エ 1株に満たない端数の取扱い
本株式交換に伴い、AFC-HDの普通株式について１株に満たない端数が生じ

る場合には、会社法の規定に基づき、これを処理します。
オ 本株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

該当事項はありません。
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②本株式交換に係る割当ての内容の根拠等
ア 割当ての内容の根拠及び理由

両社は、本株式交換における株式交換比率の決定にあたり、その公正性及び
妥当性を確保するため、両社から独立した第三者算定機関として茄子評価株式
会社を選定し、両社の株式価値の算定を依頼しました。茄子評価株式会社は、
両社の株式価値について、両社の事業内容、財務状況、収益力、将来の事業計
画等を踏まえ、市場株価法、類似会社比較法、DCF法、時価純資産法その他の
評価方法を用いて算定を行っております。また、算定基準日は2026年10月２
日としております。一般的には、株式価値の算定基準日は、株式交換契約締結
に係る取締役会決議日又はその前営業日とすることが適切であると認識してお
ります。一方、本件においては、2026年９月16日に東京証券取引所によるさ
いか屋普通株式の上場廃止が決定されており、当該決定がさいか屋の市場株価
及び株式価値に与える影響を一定程度確認した上で、株式交換比率を検討する
ことが適切であると判断いたしました。そこで、上場廃止決定日から一定期間
を置き、当該決定後の市場株価の推移及び両社を取り巻く市場環境等を確認す
る期間を確保した上で、2026年10月２日を算定基準日とすることといたしま
した。なお、2026年10月２日以降においても上場廃止決定の影響が株価に織
り込まれた状態が継続することは想定されますが、本件では、上場廃止決定後
の市場株価が一定期間形成されたことを確認した上で、株式交換契約締結に向
けた株式価値及び株式交換比率の検討を進めるため、2026年10月２日を算定
基準日とすることが実務上適切と判断いたしました。また、算定基準日を10月
２日より後の日とした場合、株式交換契約締結及び株主総会の開催等、本件の
全体スケジュールへの影響が生じることから、上場廃止決定後の市場株価等を
確認する期間と、本件を適切なスケジュールで進めることとの両面を勘案し、
10月２日を算定基準日といたしました。一方、算定基準日である2026年10月
２日時点において、両社の株式価値の算定に必要な財務情報及び事業計画等は
算定機関に提供されており、2026年10月15日に公表予定の2026年８月期決
算については、算定基準日後に公表される情報であることから、これを待つこ
とが株式価値の算定において必須とは判断しておりません。したがって、本件
では、2026年10月２日を算定基準日として株式価値を算定することが適切で
あり、10月15日の決算発表を待って算定基準日を変更する必要はないと判断い
たしました。なお、2026年10月15日に公表した2026年８月期決算の内容を
確認した結果、当該決算発表を踏まえても、本件に係る株式価値の算定又は株
式交換比率の判断に重大な影響を及ぼす事実はないものと認識しております。
両社は、第三者算定機関による算定結果を踏まえ、両社の市場株価、収益力

及び将来キャッシュ・フロー、さいか屋が保有する土地・建物等の資産価値、
財務状況及び事業内容、各評価方法の特性、本株式交換による完全子会社化の
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意義、両社間の協議・交渉の経緯並びにさいか屋の一般株主（少数株主）の利
益等を総合的に勘案し、慎重に協議・検討を行いました。
その結果、AFC-HD：さいか屋の株式交換比率を「10：３」、すなわち、さ

いか屋の普通株式１株に対してAFC-HDの普通株式0.3株を割り当てることが妥
当であると判断いたしました。なお、本株式交換比率については、第三者算定
機関による算定結果のみならず、各評価方法の特性及び算定上の前提を十分に
考慮した上で決定しております。

イ 算定に関する事項
（ⅰ）算定機関の名称及び両社との関係

両社は、本株式交換における株式交換比率の公正性を確保するため、両社か
ら独立した第三者算定機関として茄子評価株式会社に両社の株式価値の算定を
依頼しました。茄子評価株式会社に対する報酬は、株式価値の算定業務に対す
る固定報酬となっており、両社の各々の報酬は同等の水準であり、本株式交換
の成立を条件とする成功報酬は設定されておりません。茄子評価株式会社は、
AFC-HDについて市場株価法、DCF法、類似会社比較法等を用いて株式価値を
算定し、さいか屋についても市場株価法、DCF法、類似会社比較法、時価純資
産法等を用いて株式価値を算定しております。算定基準日は、市場株価法につ
いては2026年10月２日、DCF法、類似会社比較法及び時価純資産法について
は2026年８月31日です。 各評価方法における株式価値の算定結果の概要は以
下のとおりです。本株式交換比率の算定においては、茄子評価株式会社が両社
から提供を受けた2026年４月１日付「中期経営計画策定のお知らせ」に記載の
事業計画及び直近の公表業績予想を基礎として、将来の収益力及びキャッシ
ュ・フロー等を勘案した財務予測に基づき算定を行っております。株式価値算
定の基礎とした両社の財務予測においては、各社が公表している業績予想その
他の事業計画を基礎としております。具体的に、株式価値算定時点で把握して
いる直近の2026年８月期の会社予想は、AFC-HDが売上高341億37百万円、
営業利益25億45百万円、経常利益24億45百万円、親会社株主に帰属する当期
純利益15億45百万円、さいか屋が売上高48億円、営業利益1億50百万円、経
常利益1億40百万円、親会社株主に帰属する当期純利益1億20百万円です。

（ⅱ）算定の概要
茄子評価株式会社は、さいか屋の株式価値の算定にあたり、さいか屋が株式

会社東京証券取引所スタンダード市場に上場しており市場株価が存在すること
から「市場株価法」を、将来の事業活動の状況を評価に反映させるため「DCF
法」を、類似する上場会社との比較を通じて株式価値を試算するため「類似会
社比較法」を、また保有資産及び負債の時価を反映させた解散価値的観点から
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の評価を行うため「時価純資産法」を採用して算定を行っております。
• 市場株価法
算定基準日（2026年10月２日）までの直近１か月間の終値単純平均株価
290円、直近３か月間の終値単純平均株価299円、及び直近６か月間の終値
単純平均株価275円を基に、１株当たり株式価値を275円から299円と算定
しております。

• DCF法
さいか屋が作成した2027年８月期から2029年８月期までの事業計画、直近
の業績動向、並びに一般に公表された情報等の諸要因を基礎として、2027年
８月期以降にさいか屋が創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フロー
を、加重平均資本コスト（WACC：11.55%）により割引現在価値に割り引
くことで事業価値を算定しております。なお、WACCの算出にあたっては、
CAPMに基づき、さいか屋の事業規模を踏まえたサイズ・リスクプレミアム
（6.10%）を加算しております。DCF法の前提とした財務予測における売上
高、営業利益及びフリー・キャッシュ・フローは、2027年８月期から2029
年８月期までの計画期間において、売上高が2027年８月期4,911百万円、
2028年８月期4,981百万円、2029年８月期5,005百万円、営業利益が
2027年８月期237百万円、2028年８月期280百万円、2029年８月期291
百万円、フリー・キャッシュ・フローが2027年８月期241百万円、2028年
８月期245百万円、2029年８月期248百万円を見込んでおり、2030年８月
期以降は営業利益が年率1.0%の継続成長する想定を置いております。なお、
さいか屋作成の事業計画が2029年８月期までであるため2030年８月期以降
の個別の売上高予測は置かず、減価償却費及び設備投資額等の定常推計に基
づき、フリー・キャッシュ・フローを算出しております。また、2035年８月
期までの繰越欠損金解消による税負担の定常化を反映し、継続成長率1.0%及
びWACC（11.55%）を用いた永久成長モデルにより継続価値2,090百万円
と試算しております。なお、事業価値（現在価値合計2,269百万円）に余剰
資金（555百万円）及び非事業資産（293百万円）を加算した合計額から、
有利子負債（8,940百万円）及びＡ種優先株式（742百万円）を控除した結
果、株主価値（△6,564百万円）がマイナスとなるため、１株当たり株式価
値は０円と算定しております。当該財務予測は本株式交換の実施を前提とし
て作成されたものではなく、また本株式交換によるシナジー効果や再開発、
資金調達条件の変更等の取引効果を織り込んだものではありません。なお、
現時点で把握しているさいか屋の2026年８月期の会社予想（売上高48億
円、営業利益１億50百万円、経常利益１億40百万円、親会社株主に帰属する
当期純利益１億20百万円）等と比較して、特定の取引を前提とした大幅な増
減を見込んでいる項目はありません。
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• 類似会社比較法
さいか屋と比較的類似する事業を営む上場会社（株式会社松屋、株式会社大
和及び株式会社井筒屋の３社）を選定し、株式時価総額や事業価値に対する
財務数値の倍率（PER、PBR、EV/EBIT倍率、EV/EBITDA倍率）を用いて株
式価値を算定しております。各倍率による算定結果は、PER（214円）、PBR
（160円）となります。なお、EV/EBIT倍率及びEV/EBITDA倍率による算定
結果は、純有利子負債等の控除により株主価値がマイナスとなるため、１株
当たり株式価値はいずれも０円と算定しております。

• 時価純資産法
2026年８月末時点の連結貸借対照表を基礎とし、資産・負債の時価評価によ
る調整を行って評価を行っております。具体的には、土地及び建物等の有形
固定資産について不動産鑑定評価額を再調達原価とみなして再評価調整を行
うとともに、Ａ種優先株式を控除して修正簿価純資産額を試算し、１株当た
り株式価値を570円と算定しております。

評価方法 1株当たり株式価値

会社名 【AFC-HD】 【さいか屋】

DCF法 867円〜1,238円 ０円

EBITDA倍率法 795円 ０円

PER法 1,471円 214円

PBR法 1,391円 160円

EV/EBIT法 1,131円 ０円

EV/EBITDA法 795円 ０円

市場株価法 856円〜866円 275円〜299円

時価純資産法 ― 570円
時価純資産法
（解体・地下埋め戻し費
用含む）

― 38円（注）

（注）なお、さいか屋の時価純資産法による評価については、土地及び建物等につい
て一定の評価上の調整を行っております。
さいか屋の時価純資産法による評価については、土地及び建物等について継続稼働を
前提とした不動産鑑定評価額に基づく一定の評価上の調整を行っております。
しかしながら、さいか屋については、築年数の経過（横須賀店築36年、藤沢店築48
年）に伴い、将来的に再開発や店舗改修等を行う場合、横須賀店約15億円、藤沢店約



― 61 ―

19億円の解体・地下埋め戻し費用に加え、大規模な建物修繕・設備更新等の構造的な
費用負担が発生する可能性があります。
これら将来的な再開発・解体等に係る一時的な構造的費用につきましては、継続事業
を前提とするDCF法の財務予測には織り込まれておらず、また第三者算定機関による
時価純資産法の算定においても、継続稼働を前提として算定された建物の鑑定評価額
との整合性等から、解体費用等を別途控除することには一定の制約があるとの説明を
受けております。
そのため、両社は、第三者算定機関による算定結果（DCF法や時価純資産法等）を

そのまま機械的に採用するのではなく、各算定手法の前提条件（通常の維持管理費用
の織り込み状況等）及び将来的な構造的負担等を十分に認識・整理した上で、総合的
に株式交換比率を検討しております。

（2）AFC-HDの資本金及び準備金の額の相当性に関する事項
本株式交換に際して増加するAFC-HDの資本金及び準備金の額、会社計算規則第39

条の規定に従ってAFC-HDが適当に定めることとされております。かかる取扱いは、
AFC-HDの財務状況、資本政策その他事情を総合的に考慮・検討して法令の範囲内で
決定するものであり、相当であると判断しております。

（3）交換対価としてAFC-HD株式を選択した理由
本株式交換により、さいか屋はAFC-HDの完全子会社となる予定です。
本株式交換後も、AFC-HDはさいか屋の事業基盤を尊重しつつ、AFC-HDグループ

全体としての経営資源の有効活用及び経営効率の向上を図ってまいります。
また、さいか屋が保有する土地・建物等の不動産については、将来的な再開発の可

能性を含め、資産価値の向上及び有効活用について検討してまいります。
本株式交換の効力発生日に先立ち、さいか屋普通株式は東京証券取引所において上

場廃止となる予定です。
さいか屋普通株式は、上場廃止後は東京証券取引所において取引することができな

くなります。
さいか屋の普通株式を保有する株主の皆様には、本株式交換によりAFC-HDの普通

株式が割当交付されます。
また、本株式交換によりAFC-HDの単元未満株式が割り当てられる場合には、

AFC-HDの株式取扱規程等に基づき、単元未満株式の買取請求制度を利用することが
できます。なお、さいか屋が保有する自己株式については、本株式交換の効力発生日
にその全てを消却する予定です。また、AFC-HDが保有するさいか屋普通株式につい
ては、本株式交換に際してAFC-HD普通株式の割当交付の対象とはならず、株式交換
の効力発生日に消却する予定です。また、AFC-HDは、本株式交換の対価として自己
株式を交付せず、新株発行により対応する予定です。
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（4）当社の株主の利益を害さないように留意した事項
①公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置
さいか屋は、本株式交換が支配株主との取引等に該当し、構造的な利益相反が生

じ得る取引であることを踏まえ、さいか屋の一般株主（少数株主）の利益を保護
し、取引条件の公正性及び透明性を確保する観点から、以下の措置を講じておりま
す。
ア 独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の入手

両社は、株式交換比率の公正性を確保するため、独立した第三者算定機関
である茄子評価株式会社に株式価値の算定を依頼いたしました。

イ 独立した特別委員会の設置及び意見の取得（上場規程第441条対応）
さいか屋は、意思決定の恣意性を排除し利益相反を回避するため、両社か

ら独立した社外取締役のみで構成される特別委員会を設置いたしました。さ
いか屋は、特別委員会より2026年10月16日付で、「本株式交換及び本株式
交換比率は、さいか屋の一般株主（少数株主）にとって不合理に不利なもの
ではなく、公正かつ妥当である（一般株主（少数株主）にとって不利益なも
のではない）」旨の特別委員会見解書を取得しております。

ウ 利益相反を回避するための措置及び手続の公正性
さいか屋は、本株式交換が完全親会社となるAFC-HDとの間の取引であり

構造的な利益相反が生じ得る取引であることを踏まえ、利害関係を有する役
員（AFC-HDの役員等を兼任している取締役等）を審議・決議から除外する
等、利益相反を回避するための措置を講じた上で決定を行っております。し
手続の公正性を確保するための措置を講じております。

4．交換対価について参考となるべき事項
（1）AFC-HDの定款の定め
AFC-HDの定款は、法令及び当社定款第16条第2項に基づき、書面交付請求をいた

だいた株主様に対する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載は省略しておりま
すが、当社ウェブサイト（https://www.saikaya.co.jp/）、株主総会 資料掲載ウェ
ブサイト（https://www.saikaya.co.jp/company/kabunushisokai）及び東京証券
取引所ウェブサイト（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.
do?Show=Show)に掲載しております。

（2）交換対価の換価の方法に関する事項
① 交換対価を取引する市場

AFC-HD株式は、東京証券取引所スタンダード市場において取引されており
ます。
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② 交換対価の取引の媒介、取次ぎ又は代理を行う者
AFC-HD株式は、全国の各金融商品取引業者（証券会社等）において、取引
の媒介、取次ぎ等が行われております。

③ 交換対価の譲渡その他の処分に制限があるときはその内容
該当事項はありません。

（3）交換対価の市場価格に関する事項
算定基準日は2026年10月2日として、1ヶ月間、3ヶ月間及び6ヶ月間の東京証

券取引所スタンダード市場におけるAFC-HD株式の終値の平均値はそれぞれ、
855円、866円及び858円です。また、AFC-HD株式の市場価格等は東京証券取
引所のウェブサイト（https://www.jpx.co.jp/）等でご覧いただけます。

（4）AFC-HDの過去5年間にその末日が到来した各事業年度に係る貸借対照表の内
容
AFC-HDは、いずれの事業年度においても、金融商品取引法第24条第1項によ
り有価証券報告書を提出しておりますので、記載を省略いたします。

5．本株式交換に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項
該当事項はありません。

6．計算書類等に関する事項
（1）AFC-HDの最終事業年度に係る計算書類等の内容
AFC-HDの最終事業年度（2025年9月1日から2026年8月31日）に係る計算書類等

の内容は、法令及び当社定款第16条第2項の規定に基づき、書面交付請求をいただい
た株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載は省略してお
りますが、当社ウェブサイト（https://www.saikaya.co.jp/）、株主総会資料掲載ウ
ェブサイト（https://www.saikaya.co.jp/company/kabunushisokai）及び東京証
券取引所ウェブサイト（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.
do?Show=Show)に掲載しております。

（2）当社及びAFC-HDにおける最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、
重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象に関する
事項

①当社
当社は、2026年10月16日開催の取締役会において、AFC-HDとの間で、
AFC-HDを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする本株式交換
を行うことを決議し、同日付で本株式交換契約を締結いたしました。本株式交
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換契約の内容につきましては、上記２．「本株式交換契約の内容の概要」に記載
のとおりです。

②AFC-HD
AFC-HDは、2026年10月16日開催の取締役会において、当社との間で、
AFC-HDを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする本株式交換
を行うことを決議し、同日付で本株式交換契約を締結いたしました。本株式交
換契約の内容につきましては、上記２．「本株式交換契約の内容の概要」に記載
のとおりです。
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第 3 号 議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（６名）は本総会の終結の

時をもって任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く。）６
名の選任をお願いするものであります。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
普通株式の数

１

浅
あさ

山
やま

忠
ただ

彦
ひこ

（1942年4月29日生）
再 任

1969 年６月 あさやま商事創業

1980 年12月 味王食品株式会社
(現株式会社AFC-HDアムスライフサイエ
ンス)設立 代表取締役就任

1993 年８月 株式会社エーエフシー設立 取締役就任

2002 年８月 同代表取締役会長就任(現任)

2003 年９月 株式会社AFC-HDアムスライフサイエン
ス代表取締役会長就任

2016 年11月 同永世名誉会長就任(現任)

2022 年５月 当社代表取締役会長(現任)

703,200株

【取締役候補者とした理由】
当社の親会社である株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスの創業者であります。当社に対
するAFCグループの支援体制を一層強固にすることにより、経営体制の強化を図り、持続的
成長と企業価値の向上を目指すことができる人材として判断し、取締役候補者といたしまし
た。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
普通株式の数

２

山 野 井 輝 夫
やま の い てる お

(1954年８月27日生)
再 任

1979 年４月 森谷健康食品株式会社入社
2011 年９月 株式会社エーエフシー入社
2011 年９月 同取締役百貨店事業担当
2011 年10月 同専務取締役百貨店事業担当
2016 年６月 当社関連事業部長
2017 年４月 同営業開発部長
2017 年５月 同執行役員営業開発部長
2017 年８月 同執行役員営業企画部長
2018 年７月 株式会社エーエフシー取締役新規開発事業担当
2022 年 1 月 当社取締役社長兼社長執行役員
2022 年５月 同代表取締役社長
2024 年11月 同代表取締役社長営業本部長（現任）

7,900株

【取締役候補者とした理由】
株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスのグループ会社である株式会社エーエフシーにお
いて、長年、同社の百貨店事業担当取締役を担い、新規開発事業の担当取締役も務めており
ました。こうした経歴を通じて得た幅広い見識は、当社の百貨店事業の新たな成長戦略の推
進に寄与するとともに、当社の企業価値向上と持続的成長に貢献できる人材として適任であ
ると判断し、取締役候補者といたしました。

３

脇
わき

田
た

篤
あつ

朗
ろう

（1960年７月９日生）
再 任

1983 年４月 当社入社
2010 年３月 同川崎店長
2012 年４月 同藤沢店長
2014 年３月 同横須賀店長
2016 年５月 同執行役員横須賀店長
2017 年12月 同執行役員藤沢店長
2018 年６月 同業務本部付執行役員
2019 年３月 同執行役員ＭＤ統括部食品部長
2021 年５月 同取締役執行役員横須賀店長
2022 年４月 同取締役執行役員営業本部長兼横須賀店長
2022 年５月 同取締役専務執行役員営業本部長
2023 年11月 同専務取締役執行役員営業本部長
2024 年11月 同専務取締役執行役員百貨店事業本部長
2025 年11月 同専務取締役百貨店事業本部長（現任）

3,300株

【取締役候補者とした理由】
当社において、川崎店、横須賀店、藤沢店の店長を歴任しております。こうした経歴を通じ
て得た営業部門での豊富な経験は、当社の企業価値向上と持続的成長に貢献できる人材とし
て適任であると判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
普通株式の数

4

中
なか

野
の

宏
こう

治
じ

(1968年６月18日生)
再 任

1991 年４月 当社入社
2014 年４月 同経営企画部部長代理
2017 年５月 同ＭＤ企画計画部長
2019 年８月 同営業計画部長
2020 年５月 同執行役員営業本部副本部長兼営業計画部長
2021 年２月 同執行役員営業本部副本部長兼営業企画部長
2021 年５月 同取締役執行役員営業本部副本部長兼営業企画部長
2022 年 4 月 同取締役執行役員管理本部長
2023 年１月 同取締役常務執行役員管理本部長
2023 年11月 同常務取締役執行役員管理本部長
2025 年11月 同常務取締役管理本部長（現任）

3,500株

【取締役候補者とした理由】
当社において、経営企画部、MD企画計画部、営業計画部の要職を歴任しております。こう
した経歴を通じて得た、当社の営業部門、後方部門の両面に精通する幅広い見識は、当社の
企業価値向上と持続的成長に貢献できる人材として適任であると判断し、取締役候補者とい
たしました。

5

田
た

中
なか

雄
たけ

大
ひろ

(1965年９月15日生)
再 任

1989 年４月 当社入社
2013 年６月 同町田ジョルナ店長
2014 年３月 同藤沢店長
2016 年５月 同執行役員藤沢店長
2017 年４月 同執行役員川崎店長
2018 年６月 同執行役員藤沢店長
2021 年５月 同取締役執行役員藤沢店長
2022 年５月 同取締役執行役員営業副本部長兼藤沢店長
2025 年11月 同取締役営業副本部長兼藤沢店長（現任）

2,800株

【取締役候補者とした理由】
当社において、町田店、川崎店、藤沢店の店長を歴任しております。こうした店長職を通じ
て得た現場ならではの豊富な経験は、当社の営業力強化の推進に必要不可欠であり、これを
発揮することにより、当社の企業価値向上と持続的成長を力強く推進できる人材と判断し、
取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社の
普通株式の数

６

淺
あさ

山
やま

雄
たけ

彦
ひこ

(1968年12月７日生)
再 任

2001 年４月 株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイ
エンス入社

2001 年７月 同取締役営業企画部長
2002 年３月 同専務取締役営業本部長
2003 年９月 同代表取締役社長
2005 年11月 株式会社けんこうＴＶ代表取締役社長
2006 年11月 株式会社日本予防医学研究所代表取締役社長
2009 年６月 株式会社エーエフシー代表取締役社長
2016 年３月 本草製薬株式会社代表取締役社長
2019 年５月 杭州永遠愛生物科技有限公司董事長
2021 年５月 当社取締役（現任）
2021 年11月 株式会社ＡＦＣ−ＨＤアムスライフサイ

エンス代表取締役会長（現任）

6,000株

【取締役候補者とした理由】
長年にわたり、株式会社AFC-HDアムスライフサイエンス及びグループ会社の代表取締役を
歴任し、強いリーダーシップに基づき経営を統括し、取締役としての責務を果たしておりま
す。これらの経験と知見は当社の企業価値向上と持続的成長に資するものと判断し、取締役
候補者といたしました。

注記 1. 浅山忠彦氏は親会社である株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスの創業者であります。
2. 淺山雄彦氏は親会社である株式会社AFC-HDアムスライフサイエンスの代表取締役会長であ

ります。
3. その他の候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
4. これまで当社は、会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社

との間で締結しておりましたが、2022年4月をもって当該契約は終了しており、今後につ
いても当面の間、契約をしない予定であります。
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（ご参考）
「当社の社外取締役選任方針」

１．社外取締役の役割ならびに選任について
当社が求める社外取締役の役割は、経営監視機能の強化と取締役の職務執行に対する取締役会の

監督・助言・提言により、コーポレートガバナンスの強化を図り、グループの企業価値・株主共同
の利益の継続的な向上を目指すことにあります。
なお、その選任にあたりましては、会社法に準拠した上で、以下の適性を考慮し、総合的に判断

しております。
① 社外取締役候補者は人格、見識に優れた人材であること
② 社外取締役候補者は、会社経営、法曹、行政、会計、教育などの分野で指導的役割を務めた者又

は政策決定レベルの経験を有する者であること
③ 社外取締役候補者は、社会、経済動向などに関する高い見識に基づく客観的かつ専門的な視点を

有する者であること
④ 社外取締役候補者は、取締役会等の会議において、率直に疑問を呈し、議論を行い、再調査、継

続審議、議案への反対等の提案を行うことができる精神的独立性を有するものであること

２．社外取締役の独立性について
当社の社外取締役が、当社の一般株主との間に利益相反を生じるおそれのない独立役員であるた

めには、以下のいずれかに該当するものであってはならない
① 当社グループを主要な取引先とする者
② 当社グループを主要な取引先とする会社の業務執行取締役、執行役、執行役員又は支配人その他

の使用人である者
③ 当社グループの主要な取引先である者
④ 当社グループの主要な取引先である会社の業務執行取締役、執行役、執行役員又は支配人その他

の使用人である者
⑤ 当社グループから役員報酬以外に、一定額を超える金銭その他の財産上の利益を受けている弁護

士、公認会計士、税理士又はコンサルタント等
⑥ 当社の10％以上の議決権を保有する株主又はその取締役等でないこと
⑦ 当社グループが10％以上の議決権を保有する会社の取締役等でないこと
⑧ 当社グループから一定額を超える金銭その他の財産上の利益を受けている法律事務所、監査法

人、税理士法人又はコンサルティング・ファーム等の法人、組合等の団体に所属する者
⑨ 当社グループから一定額を超える寄付又は助成を受けている者
⑩ 当社グループから一定額を超える寄付又は助成を受けている法人、組合等の団体の理事その他の

業務執行者である者
⑪ 当社グループの業務執行取締役、常勤監査等委員が他の会社の社外取締役又は社外監査役を兼任

している場合において、当該他の会社の業務執行取締役、執行役、執行役員又は支配人その他の
使用人である者

⑫ 上記①〜⑪に過去3年間において該当していた者
⑬ 上記①〜⑪に該当する者が重要な者である場合において、その者の配偶者又は二親等以内の親族
⑭ 当社又は当社の子会社の取締役、執行役、執行役員若しくは支配人その他の重要な使用人である

者の配偶者又は二親等以内の親族

（注）1 ①及び②において、「当社の主要な取引先とする者（又は会社）」とは、「直近事業年度におけ
るその者（又は会社）の年間連結売上高の2％以上の支払いを当社から受けた者（又は会社）」
をいう。

2 ③及び④において、「当社の主要な取引先である者（又は会社）」とは、「直近事業年度におけ
る当社の年間連結売上高の2％以上の支払いを当社におこなっている者（又は会社）、直近事業
年度末における当社の連結総資産の2％以上の額を当社に融資している者（又は会社）」をい
う。

3 ⑤、⑧、⑨及び⑩において、「一定額」とは「年間1,000万円」であることをいう。
以上
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